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役職名 現（兼）職名 氏　　名 備考

理 事 長 県教育長 大石　　健一

副理事長 県教委教育次長 安田　太津子

〃 五條市立牧野小学校長 岡橋　　秀光

〃 高教組執行委員長 宮﨑　　史隆

〃 奈教組執行委員長 新子　　和久

〃 奈良教組執行委員長 岡田　　有理

常務理事 県教委福利課長 松本　　毅　 運営検討委員

常務理事 県教職員互助組合（専任） 杉本　　敏昭 運営検討委員

理事 県立奈良高等学校長 岡田　　禎之 運営検討委員

〃 奈教組書記長 西村　　徹　 運営検討委員

〃 奈教組執行副委員長 梶原　　弘史

〃 奈良市教組執行委員長 玉井　　史朗

〃 奈良教組書記長 安田　　勝徳 運営検討委員

〃 高教組書記長 古根川　保美 運営検討委員

任期　２年　　[令和７年６月３０日から令和９年６月の定時評議員会まで]

１ はじめに 

  当組合は昭和32 年に発足以来68 年目の決算を迎えるにいたりました。この間、昭和47 年には法人格を 

取得し、昭和60 年には退職互助部を発足させました。また、公益法人制度改革に伴い、平成25 年4 月1 日 

に一般財団法人に移行しました。 

当組合の現状は、近年組合員数の減少及び世代交代による掛金の減収が続いておりましたが、令和2 年度の臨

時的任用職員の共済組合加入に伴う組合員数の増加と給与水準の上昇に伴い、掛金収入は増加に転じたところで

あります。 

令和７年度の決算については、実施事業（公益文化事業・特定寄付）を始め、現職組合員及び退職互助部会員

への各事業について、ほぼ予算通りの執行となりました。 

 

２ 組合員（令和８年３月末現在） 

令和７年度末の組合員数は、10,840 人で、前年度末に比べ 15 人の増加となりました。 

 

3 役員・評議員（令和８年３月末現在） 

理事１４名 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人

区分 組合員数 区分 組合員数

小学校 4,936 県教委事務局等 136

中学校 2,690 奈良市（高・幼） 114

高等学校 1,813 教組・団体職員 27

特別支援学校 1,100 知事部局教職員 24

合計 10,840
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監事５名 

 

 

評議員２４名 

 

役職名 現（兼）職名 氏　　名 備考

監事 県教委福利課主幹 木下　　雅史

〃 大淀町立大淀緑ヶ丘小学校教諭 岡向　　恵実

〃 桜井市立朝倉小学校教諭 髙山　　義秀

〃 県立奈良北高等学校教諭 加古　　範夫

〃 税理士・公認会計士 植田　裕美子

任期　４年　　[令和７年６月３０日から令和11年６月の定時評議員会まで]

所　　属　　名 氏　　　名 選　出　団　体

県教委教職員課 井上　　雅之

県教委義務教育課 有留　　正樹

県教委人権・地域教育課 桂木　　謙一

県教委体育健康課 成田　　　剛

奈良市立二名小学校 的場    亜矢子

斑鳩町立斑鳩東小学校 太田　　圭悟 奈良県小学校長会

宇陀市立大宇陀中学校 中山　　晴美 奈良県中学校長会

県立西和養護学校 室田　　智子 奈良県高等学校長協会

奈良市立佐保川小学校 宇田　　佳彦

奈良市立椿井小学校 草宮　　大輔

生駒市立光明中学校 三浦　　友紀

香芝市立真美ケ丘西小学校 田中　　稔子

橿原市立大成中学校 山口　　隆徳

大淀町立大淀希望ヶ丘小学校 小市　　和美

県立明日香養護学校 岸田　　泰典

県立奈良養護学校 井手　　啓文

斑鳩町立斑鳩中学校 髙尾　　治寿

桜井市立安倍小学校 福井　　正訓

大和高田市立高田西中学校 長田　　崇之

桜井市立纏向小学校 宮谷　　祐輝

県立生駒高等学校 仲　　　良太

県立橿原高等学校 鈴木　　賢治

県立高取国際高等学校 垣崎　　仁志

県立二階堂高等学校 森田　　宏彰

任期　４年　[令和7年６月30日より令和11年６月の評議員会まで]

奈良県教育委員会

奈良県教職員組合

奈良教職員組合　

奈良県高等学校教職員組合
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 ４ 収支の状況 

収入 単位：千円

科目 当年度決算 前年度決算 増減

受取掛金 500,211 487,197 13,014

事業収入（収益事業） 81,627 66,277 15,350

貸付金受取利息 4,676 3,979 697

受取利息（法人会計） 888 764 124

雑収入 81 81 0

計 587,483 558,298 29,185

支出 単位：千円

科目（事業名） 当年度決算 前年度決算 増減

継1事業（公益文化事業） 5,763 5,852 △ 89

寄1事業（特定寄付） 600 600 0

他1事業（給付・厚生事業） 168,089 172,245 △ 4,156

他2事業（積立年金・退職互助部事業） 269,229 269,598 △ 369

他3事業（収益事業） 81,045 71,023 10,022

他4事業（貸付事業） 8,791 8,477 314

法人会計 34,303 34,148 155

計 567,820 561,943 5,877

決算収支差額 19,663 △ 3,645  

 

５ 事業報告 

⑴ 役員会等開催状況 

① 理事会 

開 催 年 月 日       議 事 事 項                 

令和７年６月１１日 

 

 

 

 

 

令和７年６月３０日 

   

・評議員会の招集について 

・令和６年度事業報告並びに決算報告について 

・任期満了に伴う評議員の選出について 

・任期満了に伴う理事の選出について 

・任期満了に伴う監事の選出について 

 

・理事長（代表理事）、副理事長及び常務理事の選定について 

・運営検討委員の委嘱について 
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開 催 年 月 日       議 事 事 項                 

令和８年３月１１日 

 

・評議員会の招集について 

・令和８年度事業計画並びに予算案について 

・事務局長の任命について 

② 監事会                                                       

開 催 年 月 日       議 事 事 項                 

令和７年５月２６日 ・令和６年度事業並びに決算監査 

③ 評議員会                                                     

開 催 年 月 日       議 事 事 項                 

令和７年６月３０日 

 

 

 

 

令和８年３月２５日 

・令和６年度事業報告並びに決算報告の承認について 

・任期満了に伴う評議員の選任について 

・任期満了に伴う理事の選任について 

・任期満了に伴う監事の選任について 

 

・令和８年度事業計画並びに予算案について 

④ 運営検討委員会 

開 催 年 月 日       議 事 事 項                 

令和８年２月９日 ・令和７年度予算執行状況について（報告） 

・令和８年度事業計画並びに予算案について 

 

⑵ 各事業の実施状況 

① 継１事業（公益文化事業）・寄１事業（特定寄付） 

公益目的支出計画に基づき、公益文化事業として、「第２5 回えほん展なら」、「第４1 回 教職 

員展」を開催しました。 

特定寄付として、「児童生徒育成事業」「いのちの教育実践研究」事業へ寄付を行いました。 

 

科目 当年度 前年度 増減

公益文化事業 4,513 4,515 △ 2

特定寄付 600 600 0

実施事業経費 1,250 1,337 △ 87

計 6,363 6,452 △ 89
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② 他１事業（給付事業・厚生事業） 

現職組合員への給付事業として、前年度と同様に、医療給付・弔慰金給付・見舞金給付・ 

祝金給付の各給付を実施しました。 

    同じく現職組合員への厚生事業として、元気回復事業、文化・体育・教養施設推進事業、 

ライフプラン事業、健康管理事業の各事業を実施しました。 

 

給付事業 単位：千円

当年度 前年度 増減

医療給付 27,560 28,627 △ 1,067

弔慰金給付 4,710 5,940 △ 1,230

見舞金給付 26,608 27,264 △ 656

祝金給付 30,760 30,320 440

89,638 92,151 △ 2,513

厚生事業

当年度 前年度 増減

元気回復事業 31,280 31,406 △ 126

文・体・教推進事業 20,100 20,789 △ 689

ライフプラン事業 2,103 2,858 △ 755

健康管理事業（人間ドック） 777 728 49

54,260 55,781 △ 1,521

当年度 前年度 増減

24,191 24,313 △ 122

他1事業計 168,089 172,245 △ 4,156

支払給付金

科目

計

科目

支払負担金

支払助成金

計

他１事業経費

科目

 
 

③ 他２事業（積立年金事業・退職互助部事業・退職給付事業） 

現職組合員が退職時に給付を受ける積立年金事業及び退職互助部事業は、前年度と同内容で実 

   施しました。また退職給付事業（退職生業資金）については引当金を取り崩し給付を行いました。 

 

科目 当年度 前年度 増減

積立年金事業 259,382 260,080 △ 698

退職互助部事業(支払負担金・支払助成金） 4,987 4,788 199

他２事業経費 4,860 4,730 130

計 269,229 269,598 △ 369
 

 

退職給付事業 

退職生業資金 21,010 千円の給付を行いました。 

参考：退職生業資金引当金残高  109,707,091 円 
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単位：千円

区分 当年度 前年度 増減

人件費 19,055 18,556 499

委託費 2,622 2,568 54

事務費 12,626 13,024 △ 398

計 34,303 34,148 155

単位：千円

貸付区分 当年度貸出額 前年度貸出額 増減 当年度残高 前年度残高 増減

生活貸付 130,500 123,000 7,500 263,070 222,174 40,896

住宅貸付 11,000 0 11,000 22,613 16,362 6,251

自動車貸付 114,500 107,000 7,500 253,839 223,318 30,521

教育貸付 7,000 21,000 △ 14,000 31,771 33,991 △ 2,220

物資貸付 335 254 81 △ 35 △ 35 0

計 263,335 251,254 12,081 571,258 495,810 75,448

④  他３事業（収益事業） 

近畿互助団体合同観劇事業（ディズニー・オン・アイス大阪公演）を実施しました。 

   

単位：千円

科目 当年度 前年度 増減

事業収入 81,627 66,277 15,350

科目 当年度 前年度 増減

販売促進費 9,020 8,727 293

公租公課(法人税・消費税） 6,086 4,986 1,100

委託費（合同観劇） 19,218 9,139 10,079

パック旅行助成 2,530 2,213 317

他３事業経費 44,191 45,958 △ 1,767

計 81,045 71,023 10,022
 

 

⑤ 他４事業（貸付事業）   

生活・住宅・物資・自動車・教育の各貸付合計で 263,335 千円の新規貸付を実施しました。 

また組合員貸付金の年度末残高は 571,258 千円となりました。 

     

単位：千円

科目 当年度 前年度 増減

貸付金受取利息 4,676 3,979 697

区分 当年度 前年度 増減

支払負担金 1,439 1,430 9

他4事業経費 7,352 7,047 305

計 8,791 8,477 314  
 

[貸付金の状況] 

 

 

 

 

（3） 管理費の状況（法人会計） 

人件費 … 事務局運営にかかる役職員   

の給与等 

                                                           委託費 … 業務システム開発・運用費等 

                                                           事務費 … 通信運搬費、印刷製本費、 

消耗品費、賃借料等



 

 

６ 財務諸表 

 

貸 借 対 照 表           

      

正味財産増減計算書           

                                                  

正味財産増減計算書          内訳表 

 

財務諸表に対する注記 

 

附属明細書 
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貸 借 対 照 表 

令和８年３月３１日現在  

（単位：円） 

 

 
 

 

科　　　　目
Ⅰ  資産の部
　１．流動資産
　　　　　現金預金 242,370,505 288,324,153 △45,953,648
　　　　　未収金 2,366,054 1,727,305 638,749
　　　　　貯蔵品 1,347,500 1,402,588 △55,088
　　　　　前払金 589,750 397,275 192,475
　　　　　立替金 15,368,706 17,805,829 △2,437,123
　　　　流動資産合計 262,042,515 309,657,150 △47,614,635
　２．固定資産
　 (１) 基本財産
　　　　　基本金定期預金 5,000,000 5,000,000 0
　　　　基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0
　 (２) 特定資産
　　　　　退職給付引当資産 27,829,564 25,562,167 2,267,397
　　　　　退職生業資金引当資産 109,707,091 130,717,091 △21,010,000
　　　　特定資産合計 137,536,655 156,279,258 △18,742,603
　 (３) その他固定資産
　　　　　什器備品 2,959,540 2,959,540 0
　　　　　什器備品減価償却累計額 △1,187,352 △813,756 △373,596
　　　　　ソフトウェア 10,447,800 8,448,000 1,999,800
　　　　　ソフトウェア減価償却累計額 △6,798,843 △4,875,933 △1,922,910
　　　　　保証金 16,400,000 16,400,000 0
　　　　　投資有価証券 100,200,000 100,200,000 0
　　　　　組合員貸付金 571,258,104 495,809,571 75,448,533
　　　　その他固定資産合計 693,279,249 618,127,422 75,151,827
　　　　固定資産合計 835,815,904 779,406,680 56,409,224
　　　　資産合計 1,097,858,419 1,089,063,830 8,794,589

Ⅱ  負債の部

　１．流動負債
　　　　　未払金 42,093,187 37,514,323 4,578,864
　　　　　未払法人税等 3,628,400 586,300 3,042,100
　　　　　預り金 3,972,531 3,352,840 619,691
　　　　　賞与引当金 4,983,000 5,350,000 △367,000
　　　　流動負債合計 54,677,118 46,803,463 7,873,655
　２．固定負債
　　　　　退職生業資金引当金 109,707,091 130,717,091 △21,010,000
　　　　　退職給付引当金 27,829,564 25,562,167 2,267,397
　　　　固定負債合計 137,536,655 156,279,258 △18,742,603
　　　　負債合計 192,213,773 203,082,721 △10,868,948
Ⅲ  正味財産の部
　１．指定正味財産
　　　　　寄付金 5,000,000 5,000,000 0
　　　　指定正味財産合計 5,000,000 5,000,000 0
　　　　　 （うち基本財産への充当額） ( 5,000,000 ) ( 5,000,000 ) ( 0 )
　　　　　 （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
　２．一般正味財産 900,644,646 880,981,109 19,663,537
　　　　　 （うち基本財産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
　　　　　 （うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
　　　　正味財産合計 905,644,646 885,981,109 19,663,537
　　　　負債及び正味財産合計 1,097,858,419 1,089,063,830 8,794,589

（注）実施事業資産に該当するものはありません。

当年度 前年度 増　減
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科　　　　目
Ⅰ  一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　(１) 経常収益
　　　　事業収益 [  586,513,628 ] [  557,453,081 ] [  29,060,547 ]
　　　　　事業収益  20,819,500  9,913,600  10,905,900
　　　　　受取掛金  370,424,936  357,485,269  12,939,667
　　　　　受取特別掛金  129,786,000  129,712,000  74,000
　　　　　事務手数料収益  60,807,479  56,362,937  4,444,542
　　　　　貸付金受取利息  4,675,713  3,979,275  696,438
　　　　雑収益 [  969,704 ] [  845,311 ] [  124,393 ]
　　　　　受取利息  888,326  764,081  124,245
　　　　　雑収益  81,378  81,230  148
　　　　経常収益計  587,483,332  558,298,392  29,184,940
　(２) 経常費用
　　　　事業費 [  533,446,201 ] [  527,724,788 ] [  5,721,413 ]
　　　　　支払給付金  89,637,657  92,151,290 △ 2,513,633
　　　　　積立年金事業  259,382,000  260,080,000 △ 698,000
　　　　　販売促進費  9,019,990  8,727,283  292,707
　　　　　公租公課  6,014,800  4,915,100  1,099,700
　　　　　給与手当  40,287,474  42,806,544 △ 2,519,070
　　　　　退職給付費用  3,740,257  2,100,900  1,639,357
　　　　　賞与引当金繰入額  3,700,200  4,118,600 △ 418,400
　　　　　共済費  9,514,063  9,461,482  52,581
　　　　　厚生費  31,416  332,713 △ 301,297
　　　　　会議費  52,800  57,400 △ 4,600
　　　　　旅費交通費  199,300  311,000 △ 111,700
　　　　　通信運搬費  7,630,729  7,410,965  219,764
　　　　　消耗品費  1,181,530  1,457,673 △ 276,143
　　　　　車両維持費  52,914  45,045  7,869
　　　　　印刷製本費  7,165,190  7,478,999 △ 313,809
　　　　　賃借料  1,641,538  1,461,819  179,719
　　　　　保険料  405,846  412,922 △ 7,076
　　　　　支払手数料  4,005,194  3,649,004  356,190
　　　　　渉外費  53,200  50,134  3,066
　　　　　研修費  14,000  10,000  4,000
　　　　　支払負担金  67,253,753  68,232,898 △ 979,145
　　　　　支払寄付金  600,000  600,000  0
　　　　　支払助成金  489,958  519,346 △ 29,388
　　　　　事業委託費  19,218,000  0  19,218,000
　　　　　委託費  2,154,392  11,333,671 △ 9,179,279
　　　　管理費 [  34,302,594 ] [  34,147,680 ] [  154,914 ]
　　　　　役員報酬  4,689,198  4,508,957  180,241
　　　　　給与手当  10,727,101  10,405,414  321,687
　　　　　臨時雇賃金  366,000  366,000  0
　　　　　退職給付費用  1,086,117  1,163,112 △ 76,995
　　　　　賞与引当金繰入額  1,282,800  1,231,400  51,400
　　　　　共済費  903,511  840,688  62,823
　　　　　厚生費  0  40,000 △ 40,000
　　　　　会議費  269,837  254,761  15,076
　　　　　旅費交通費  531,950  678,766 △ 146,816
　　　　　通信運搬費  1,085,425  1,223,290 △ 137,865
　　　　　減価償却費  2,296,506  2,063,196  233,310
　　　　　消耗品費  735,877  968,858 △ 232,981
　　　　　車両維持費  94,056  112,436 △ 18,380
　　　　　印刷製本費  1,006,254  1,326,974 △ 320,720
　　　　　光熱水料費  334,904  318,156  16,748
　　　　　賃借料  4,740,935  4,473,312  267,623
　　　　　保険料  311,850  311,700  150
　　　　　公租公課  15,000  42,100 △ 27,100
　　　　　支払手数料  1,925  3,425 △ 1,500
　　　　　渉外費  27,675  77,586 △ 49,911
　　　　　支払負担金  944,700  940,900  3,800
　　　　　委託費  2,622,173  2,567,849  54,324
　　　　　諸会費  228,800  228,800  0
　　　　経常費用計  567,748,795  561,872,468  5,876,327
　　　　 当期経常増減額  19,734,537 △ 3,574,076  23,308,613
　２．経常外増減の部
　(１) 経常外収益
　　　　経常外収益計  0  0  0
　(２) 経常外費用
　　　　経常外費用計  0  0  0
　　　　 当期経常外増減額  0  0  0
　　　　 税引前当期一般正味財産増減額  19,734,537 △ 3,574,076  23,308,613
　　　　法人税等  71,000  71,000  0
　　　　 当期一般正味財産増減額  19,663,537 △ 3,645,076  23,308,613
　　　　 一般正味財産期首残高  880,981,109  884,626,185 △ 3,645,076
　　　　 一般正味財産期末残高  900,644,646  880,981,109  19,663,537
Ⅱ  指定正味財産増減の部
　　　　 当期指定正味財産増減額  0  0  0
　　　　 指定正味財産期首残高  5,000,000  5,000,000  0
　　　　 指定正味財産期末残高  5,000,000  5,000,000  0
Ⅲ  正味財産期末残高  905,644,646  885,981,109  19,663,537

当　年　度 前　年　度 増　　　減

正味財産増減計算書 
             令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで     （単位：円） 
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Ⅰ  一般正味財産増減の部
　１．経常増減の部
　(１) 経常収益
　　　　事業収益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 147,795,719 ] [ 352,415,217 ] [ 81,626,979 ] [ 4,675,713 ] [ 586,513,628 ] [ 0 ] [ 586,513,628 ]
　　　　　事業収益 0 0 0 0 0 20,819,500 0 20,819,500 0 20,819,500
　　　　　受取掛金 0 0 0 147,795,719 222,629,217 0 0 370,424,936 0 370,424,936
　　　　　受取特別掛金 0 0 0 0 129,786,000 0 0 129,786,000 0 129,786,000
　　　　　事務手数料収益 0 0 0 0 0 60,807,479 0 60,807,479 0 60,807,479
　　　　　貸付金受取利息 0 0 0 0 0 0 4,675,713 4,675,713 0 4,675,713
　　　　雑収益 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 81,378 ] [ 0 ] [ 81,378 ] [ 888,326 ] [ 969,704 ]
　　　　　受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 888,326 888,326
　　　　　雑収益 0 0 0 0 0 81,378 0 81,378 0 81,378
　　　　経常収益計 0 0 0 147,795,719 352,415,217 81,708,357 4,675,713 586,595,006 888,326 587,483,332
　(２) 経常費用
　　　　事業費 [ 5,763,519 ] [ 600,000 ] [ 6,363,519 ] [ 168,088,650 ] [ 269,229,312 ] [ 80,974,154 ] [ 8,790,566 ] [ 527,082,682 ] [ 0 ] [ 533,446,201 ]
　　　　　支払給付金 0 0 0 89,637,657 0 0 0 89,637,657 0 89,637,657
　　　　　積立年金事業 0 0 0 0 259,382,000 0 0 259,382,000 0 259,382,000
　　　　　販売促進費 0 0 0 0 0 9,019,990 0 9,019,990 0 9,019,990
　　　　　公租公課 0 0 0 0 0 6,014,800 0 6,014,800 0 6,014,800
　　　　　給与手当 893,925 0 893,925 9,740,051 0 24,063,705 5,589,793 39,393,549 0 40,287,474
　　　　　退職給付費用 90,510 0 90,510 1,086,117 0 2,377,816 185,814 3,649,747 0 3,740,257
　　　　　賞与引当金繰入額 85,400 0 85,400 1,024,800 0 2,053,000 537,000 3,614,800 0 3,700,200
　　　　　共済費 0 0 0 4,049,482 0 4,489,116 975,465 9,514,063 0 9,514,063
　　　　　厚生費 0 0 0 25,816 0 5,600 0 31,416 0 31,416
　　　　　会議費 0 0 0 0 0 52,800 0 52,800 0 52,800
　　　　　旅費交通費 14,000 0 14,000 152,990 1,000 31,310 0 185,300 0 199,300
　　　　　通信運搬費 61,666 0 61,666 2,704,940 2,099,244 2,705,639 59,240 7,569,063 0 7,630,729
　　　　　消耗品費 53,930 0 53,930 679,636 392,040 51,700 4,224 1,127,600 0 1,181,530
　　　　　車両維持費 0 0 0 0 0 52,914 0 52,914 0 52,914
　　　　　印刷製本費 23,470 0 23,470 2,910,736 2,328,304 1,902,680 0 7,141,720 0 7,165,190
　　　　　賃借料 0 0 0 0 0 1,641,538 0 1,641,538 0 1,641,538
　　　　　保険料 0 0 0 405,846 0 0 0 405,846 0 405,846
　　　　　支払手数料 0 0 0 1,084,325 0 2,920,869 0 4,005,194 0 4,005,194
　　　　　渉外費 0 0 0 0 40,000 13,200 0 53,200 0 53,200
　　　　　研修費 0 0 0 0 0 14,000 0 14,000 0 14,000
　　　　　支払負担金 4,513,360 0 4,513,360 54,248,200 4,507,724 2,545,439 1,439,030 62,740,393 0 67,253,753
　　　　　支払寄付金 0 600,000 600,000 0 0 0 0 0 0 600,000
　　　　　支払助成金 0 0 0 10,958 479,000 0 0 489,958 0 489,958
　　　　　事業委託費 0 0 0 0 0 19,218,000 0 19,218,000 0 19,218,000
　　　　　委託費 27,258 0 27,258 327,096 0 1,800,038 0 2,127,134 0 2,154,392
　　　　管理費 [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 0 ] [ 34,302,594 ] [ 34,302,594 ]
　　　　　役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 4,689,198 4,689,198
　　　　　給与手当 0 0 0 0 0 0 0 0 10,727,101 10,727,101
　　　　　臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 0 0 366,000 366,000
　　　　　退職給付費用 0 0 0 0 0 0 0 0 1,086,117 1,086,117
　　　　　賞与引当金繰入額 0 0 0 0 0 0 0 0 1,282,800 1,282,800
　　　　　共済費 0 0 0 0 0 0 0 0 903,511 903,511
　　　　　会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 269,837 269,837
　　　　　旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 531,950 531,950
　　　　　通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,085,425 1,085,425
　　　　　減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 2,296,506 2,296,506
　　　　　消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 735,877 735,877
　　　　　車両維持費 0 0 0 0 0 0 0 0 94,056 94,056
　　　　　印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,006,254 1,006,254
　　　　　光熱水料費 0 0 0 0 0 0 0 0 334,904 334,904
　　　　　賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 4,740,935 4,740,935
　　　　　保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 311,850 311,850
　　　　　公租公課 0 0 0 0 0 0 0 0 15,000 15,000
　　　　　支払手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 1,925 1,925
　　　　　渉外費 0 0 0 0 0 0 0 0 27,675 27,675
　　　　　支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 944,700 944,700
　　　　　委託費 0 0 0 0 0 0 0 0 2,622,173 2,622,173
　　　　　諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 228,800 228,800
　　　　経常費用計 5,763,519 600,000 6,363,519 168,088,650 269,229,312 80,974,154 8,790,566 527,082,682 34,302,594 567,748,795
　　　　 当期経常増減額 △5,763,519 △600,000 △6,363,519 △20,292,931 83,185,905 734,203 △4,114,853 59,512,324 △33,414,268 19,734,537
　２．経常外増減の部
　(１) 経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　(２) 経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　 当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　　　 他会計振替前当期一般正味財産増減額 △5,763,519 △600,000 △6,363,519 △20,292,931 83,185,905 734,203 △4,114,853 59,512,324 △33,414,268 19,734,537
　　　　 他会計振替額 5,869,121 0 5,869,121 83,227,685 △89,999,000 7,985,001 50,586 1,264,272 △7,133,393 0 －
　　　　 税引前当期一般正味財産増減額 105,602 △600,000 △494,398 62,934,754 △6,813,095 8,719,204 △4,064,267 60,776,596 △40,547,661 19,734,537
　　　　法人税等 0 0 0 0 0 71,000 0 71,000 0 71,000
　　　　 当期一般正味財産増減額 105,602 △600,000 △494,398 62,934,754 △6,813,095 8,648,204 △4,064,267 60,705,596 △40,547,661 19,663,537
　　　　 一般正味財産期首残高 - - - - - - - - - 880,981,109
　　　　 一般正味財産期末残高 - - - - - - - - - 900,644,646
Ⅱ  指定正味財産増減の部
　　　　 当期指定正味財産増減額 - - - - - - - - - 0
　　　　 指定正味財産期首残高 - - - - - - - - - 5,000,000
　　　　 指定正味財産期末残高 - - - - - - - - - 5,000,000
Ⅲ  正味財産期末残高 - - - - - - - - - 905,644,646

科　　　　目
実施事業等会計

他２事業 他３事業 他４事業継１事業 寄１事業
内部取引等消去

小    計 他１事業
その他会計

合    計法人会計
小    計

正味財産増減計算書内訳書 
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで            

  （単位：円） 
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1　継続組織の前提に関する注記

該当なし

2　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却方法は、定額法で行っている。

(3) 引当金の計上基準

賞与引当金

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

退職給付引当金

　期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

(4) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

(5) リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

3　会計方針の変更

該当なし

4　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

     基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

(単位：円)

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基本金定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000

小計 5,000,000 0 0 5,000,000

特定資産

退職給付引当資産 25,562,167 3,660,500 1,393,103 27,829,564

退職生業資金引当資産 130,717,091 21,010,000 109,707,091

小計 156,279,258 3,660,500 22,403,103 137,536,655

合計 161,279,258 3,660,500 22,403,103 142,536,655

5　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

     基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科目 当期末残高
(うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

基本財産

基本金定期預金 5,000,000 5,000,000 0 －

小計 5,000,000 5,000,000 0 －

特定資産

退職給付引当資産 27,829,564 0 0 27,829,564

退職生業資金引当資産 109,707,091 0 0 109,707,091

小計 137,536,655 0 0 137,536,655

合計 142,536,655 5,000,000 0 137,536,655

6　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

第５１０回関西電力債 100,070,688 98,710,000 △ 1,360,688

第５４０回関西電力債 100,000,000 99,500,400 △ 499,600

合計 200,070,688 198,210,400 △ 1,860,288

7　重要な後発事象

特になし

8　その他

該当なし

 

財務諸表に対する注記      

令和 8 年 3 月 31 日現在 
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１．基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表の注記に記載しているため内容の記載を省略する。

２．引当金の明細

(単位：円)

目的使用 その他

賞与引当金  5,350,000  4,983,000  5,350,000  0  4,983,000

退職生業資金引当金  130,717,091  0  21,010,000  0  109,707,091

退職給付引当金  25,562,167  4,826,374  2,558,977  0  27,829,564

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

 

 

附属明細書 

令和 8 年３月３１日現在 
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監 査 報 告 書 

 

 

       一般財団法人奈良県教職員互助組合定款及び「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」の規定 

により、令和７年度事業報告ならびに決算報告書にもとづき監査を執行した結果、会計諸帳簿ならびに 

証拠書類等及び公益目的支出計画についても、適正に処理されていることを認める。 

 

                                                             

 


